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街なか居住と住み替え支援に関する一考察
－宇都宮市を例に （2） －
Intown Living and Assistance to Exchanging Dwellings
 -A Case Study of Utsunomiya City-
陣内　雄次・上田由美子＊
　　　　　　　　　　　　　　　　JINNOUCHI Yuji・UEDA Yumiko 
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　筆者らは「住み続けられる中心市街地を目指して」と題し、宇都宮市西地区を対象に 2006 年に第
一報：街なか居住 *1 の利便性、2007 年には第二報：地域コミュニティ、という観点からそれぞれ調査・
分析を行った。そこからは、本来中心市街地で暮らすことのメリットであったはずの、買物の利便
性や、賑わい・文化交流拠点についての魅力が大きく低下してきていること、また、空き家の増加
やマンション建設などへの不安がある一方で、古くからのコミュニティがなお息づいており、住み
続けている人の多くは、地域への愛着や暮らしやすさを実感していることも明らかとなった。こう
した結果に対し、2008 年には、「街なか居住と住み替え支援に関する一考察　宇都宮市を例に（1）」
と題して、居住とセットになった街なかの魅力を、総
合的に整え発信して行くことの重要性とその手がかり
について論じた。
?これら 3 回に渡って取り上げてきた「街なかに住
む」という命題に対し、宇都宮市の住生活基本計画で
は、中心市街地の居住人口を、2007 年の 15,956 人か
ら 2015 年には 17,600 人に増やすという成果指標が設
定されている。このように、今後、街なか居住者を絶
対数で増やすと仮定した場合、その内訳は、①既に住
んでいる人がそのまま住み続ける、②街なかの範囲内
で住み替える、③郊外などから街なかへ転居してくる
という 3 つのパターンがあり、②③は住み替えという
ことになる。つまり、現住者の人口流出をおさえつつも、一方で新たに移り住んでくる人々を想定す
ることになる。その際留意すべきは、単に人口を増やすだけでなく、そのことを街なかの活性化や環
境向上へいかにつなげていくのかということである。では、こうしたまちづくりにつながる街なか居
住とはいかなるものであろうか。活性化というと、これまでは商店街がにぎわう経済効果と結び付け
られがちであったが、本来、活性化とは街なかの様々なコモンスペースにおいて、人々の営みや人と
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図１　宇都宮の中心市街地区域 約 320ha
出典：宇都宮市中心市街地活性化基本計画
      平成 11 年３月宇都宮市
*1 宇都宮まちづくり市民工房
*1 全国的には都心居住とまちなか居住という２つのキーワードが使われているが、本稿では「まちなか居住」で
統一する。また、街なかとは、概ね「中心市街地活性化基本計画　平成 11 年　宇都宮市」に定められている中
心市街地区域とその周辺をさす。
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人の交流（交際）活動が盛んな状態をいうのではないだろうか。そして、それらを街なかのそこかし
こで目にすることができる時、人はそうした街の活き活きとした息吹を “ にぎわい ” として感じ取る
のではないだろうか。
　これまでの中心市街地活性化の検討においては、この本来の意味での “ まちづくり ” （人と人との
交流活動を生み出す）という視点が十分に捉えられることなく居住についての政策などが語られて
きたと言っても過言ではない。従って、本稿ではこうした街なかのコミュニティ活性化やまちづく
りに貢献するという視点を重視しつつ、今後街なかに住むと想定される層、その受け皿となる住まい、
そして他自治体の例を探りながら、宇都宮市において望まれる街なか居住及び、住み替えを推進す
るための施策について提案を行なうものとする。
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　現在宇都宮市の街なかに住
んでいる人について年齢別の
内訳をみると、65 歳以上の
高齢者が 26.6％と市全体の
17.9％を大きく上回っており
1)、かなり高齢化が進行して
いることが伺える。しかし街
なかでも地区によって差があ
り、馬場通りなど 40％を越え
る地区がある一方、松が峰 2
丁目や西１丁目などは 10％代
と市の平均レベルにとどまっ
ている 2)。これらの地区はいずれも 2002 ～ 2006 年にファミリータイプマンションなどの共同開発が
行なわれており、人口増加率が高い 3)。つまり最近流入人口の多かった地区は若い世代が入ることに
より、高齢化率を低くしていると推察される。
　次に、街なかには今後どのような人々が住み替えてくることが想定されるのであろうか。宇都宮
市住生活基本計画（2008 年）によると、街なかへの居住意向に関する設問では、街なかに「住みたい」
とするのは 11％程度みられる。その中でも特に中心市街地への居住意向が高いのは、「年収 400 万円
未満」「１～2人世帯」となっている。先行研究によると、一般的に住み替えの際優先される条件として、
1、2 人の少人数世帯の場合では、住居費を抑えつつ、通勤通学などの利便性を求める傾向にあるこ
とがわかっている 4)。また、参考までに他自治体の例をみると、大分市での調査 5) では、街なかの
居住スタイルを表１のような 4 つのパターンに類型化している。ここでは街なかでの代表的な世帯
図２　街なか居住への意向について
出典：住宅・住環境に関する意向・市民アンケート調査
　　　「宇都宮市住生活基本計画 2008」
1) 宇都宮市ＨＰ都心部のデータより http://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/machizukuri/shigaichi/001747.html
2) 新・中心市街地活性化基本計画検討資料 2009
3) 「宇都宮市の人口動態に関する調査研究」市政研究センター　2009.3
4) 「住み替え前後の住宅の改善度比較による住環境要素の選好階層構造―2003 年住宅需要実態調査を用いた分析
―」刀根令子　浅見泰司　建築学会計画系論文集　第 608 号　2006 年 10 月
5) 「地方都市における街なか居住者の居住環境評価と居住スタイル 1,2」　川上威士ほか　日本建築学会中国大会学
術講演梗概集　2008 年 9 月
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構成は一人暮らしで、全体
の 4 割を占めているという。
大分市は当市とは地勢的な
条件はやや異なるが、県庁
所在地であり人口約 47 万
人と規模的に類似している
ことを勘案すると、宇都宮
市においても街なかの居住
層がここから大きくはずれ
るとは考えにくい。従って、
この 4 つの居住スタイルの
うち、「高年齢層中心部定住型」を除く、「若年層中心部仮住まい型」「中高年層自動車・公共交通利
用型」「中年層中心部利便性重視型」のイメージに近いグループが、宇都宮市においても、今後住み
替えてくる可能性が高いと捉えられる。従って、こうした人々が抱える多様な背景と、そのニーズ
に応える受け皿を用意しつつ、一方では、ストック活用を含めた住み替えがスムーズに行なえるよ
うな政策が必要となる。
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　ところで、私たちは街なか居住という言葉を聞い
たとき、どのような住まいをイメージできるであろ
うか。既に街なかに居住している人々はさておき、
それ以外の地域の居住者にとって、今後（街なかに）
住むことを考えた時に、街なかの住まいは “ マンショ
ン ” というイメージが大きいことは否めないのではな
いか。実際、1999 ～ 2006 年の間に市内に建設された
5 階以上のマンション 2007 戸のうち、495 戸が街な
かに集中している 6)。それを裏付けるものとして、前
述の宇都宮の街なかにおいて人口が増加している松が峰 2 丁目、西 1 丁目は、いずれも大規模なマン
ションが建設された地区なのである 7)。中心市街地への居住希望者が 11％と少ないのも、街なかに
それほど魅力を感じていないということ以外に、街なかの住まいの選択肢が少ない故ということも考
えられるのではないか。また、マンション建設は、拙稿「住み続けられる中心市街地―宇都宮市西
地区を例に（2）2007 年」においても指摘したように、住み替えてきた住民が、既存のコミュニティ
とつながりにくいという問題がある。今後さらに高齢化が進むと、居住継承についての問題が発生
することが懸念され、2006 年度の市内西地区における聞取り調査においては、「周囲の家の居住者が
6) 前掲 1)
7) 前掲 3）
*2 「地方都市におけるマンションと地域コミュニティの関係に間なする研究―長岡市対象―」樋口秀ほか　都市
計画学会論文集 2009 年によれば、今後のマンション建設に対し周辺住民の 8 割以上の人がなんらかの規制・誘
導が必要と感じているとの結果が出ている。
表１　街なかの居住スタイルの類型化　大分市の例
図３ マンションと戸建住宅が混在する地区の様子
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どんどん高齢化し子世代が
帰ってこなければ、代替わ
りできず更地化されてマン
ションにでもなるのではな
いか」という不安の声も聞
かれた。無論マンションそ
れ自体を否定するものでは
ないが、マンション建設に
関しては、何がしかの規制
を設けることが必要かもし
れない*2。それと並行して、
街なかの既存ストックの活
用 *3 についての可能性に
ついても積極的に検討をし
たいところである。なぜな
ら、街なかには個性的で良
質な空き家、空きビル、空
き店舗など既存ストックが
少なくないことに加え、特
に、今後街なかへの住み替
えが多いと想定される、若年層中心部仮住まい層については所得の面からも、公営住宅を含む安価で
良質な賃貸住宅（例 : シェアハウス）など、多くの選択肢を用意する必要があると考えられるからで
ある。良質なストックは可能な限り修復・再生していくべきという考え方のもと、空き家だけでなく
空き店舗や空きビルなども、住居や、居住者の生活に必要な施設への転用を視野に入れて検討してい
くことが重要であろう。
　なお、本稿に関連し、中古住宅を扱っている市内不動産業者と市民（若者）に簡単な聞き取り調査
を実施した。結果を表 2、3 にまとめた。
　これによると、中高年で住み替えに対する潜在的なニーズはあるが、現宅の処分、高齢でローン
を抱えるリスクなどを考えると、積極的に住み替えとはなりにくい実情が伺える。
　若者の場合は、職住近接を望み、世帯形成後についても、必ずしも戸建や新築にこだわることはな
いようである。しかし、もともと賃貸住宅の条件があまり良くないなわが国では、若年層の世帯形成
のための住宅コストが高いという問題を抱えている *4。昨今の不況の影響から非正規雇用などによる
低賃金の若者が増え、そのことがさらに結婚・出産を妨げているという指摘もある。従って、単身、
世帯形成者を問わず、これらの若者が街なかで暮らしやすい住居の選択肢をさらに増やすとともに、
子育てのしやすさなどの魅力がセットになったまちづくりについても検討する必要があろう。
*3 空き家・空き店舗は増え続け、宇都宮市に関しては、17.0％とかなり高いレベルを示している（全国平均は
13.1％）住宅・土地統計調査　2008 年データ
*4 「若者たちに住まいを！」岩波ブックレット No.744 2008 年
表２?市内不動産業者への聞取り調査　2009 年 8 月 17 日実施
表３　若者への聞取り調査　2009 年 8 月 19 日実施
85
??????????????????????
　次に、街なかへ住み替えるための支援策についてみていく。現在全国的に行なわれている住み替
え支援は、主に①過疎地域の活性化に関するもの、②中心市街地の活性化に関するもの、③住環境ニー
ズのマッチングに大別される。①は過疎化が進んだ地域で、外部から人材を呼び込み活性化を図る
という目的の、どちらかというと「移住」という意味合いの強いものであり、本稿では②③につい
てみていくものとする。
　③の住み替え支援に関する全国的な組織としては、2006 年に中間法人移住・住み替え支援機構（JTI）
が設立されている。ここでは高齢者の持家住宅を賃貸住宅として、子育て世帯に貸すことをメイン
とした取組みを行なっている。入居者が決まらず空き室になっても JTIが最低家賃を生涯保証する分、
賃料は市場水準よりかなり低めに設定されている。また、JTI が物件を借り上げる際、当然ながら建
物調査が行なわれ、耐震など必要に応じて補強や改修が必要となる。従って高齢者が住み替えをす
る前に経済的負担が大きくなってしまうという欠点がある。同様に似た仕組みとして、福岡県あん
しん住み替え情報バンク（2004 年～）がある。民間では東急電鉄の「ア・ラ・イエ」がある。これ
は、東急電鉄沿線での中古戸建住宅をリフォームし、リファービッシュ住宅「ア・ラ・イエ」とし
て販売するシステムで、相応の成果をみせている。ただ、こちらは資産価値や街並みなどにおいて、
既にブランドイメージの確立した住宅地だからこそ成立する、特殊なビジネスモデルともいえる。
　一方、②の中心市街地の活性化に関するものとしては、地方自治体の住宅マスタープランや中心
市街地活性化基本計画、再開発事業などがあり、その中には富山市、新潟市など街なか居住を直接
のテーマとして策定している計画もみられる。国土交通省では、民間による街なかでの住宅供給の
ために出資をおこなう「街なか居住再生ファンド」の創設や、「住宅市街地総合整備事業」および「ま
ちづくり交付金」の拡充を行なっており、これらを活用した街なか居住の推進にかかわる施策を実
施している自治体は多い。内容的には公的住宅の供給に関するものの他、独自施策として建設費等
に対する補助、家賃補助、利子補給、融資、減税、専門家やアドバイザー派遣、計画策定への支援
などがある。それらのうち特徴的な施策を表 4 にまとめた。
表４　他自治体における特徴的な街なか居住推進施策の例
*5 栃木県内では小山市において、街なかでの共同化事業推進に対し、その計画作りのための支援を行なっている。
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　これらのケースでは、空き家を活用する場合、空きビルなどの用途を住居に変更する場合、また
地域に貢献する施設を付帯整備する場合などにおいて支援が行なわれている。またハード整備だけ
でなく、共同建替え事業や、まちづくりについての勉強会や広報活動に対して支援を行なう自治体
もみられる *5。高岡市の居住モニター制度のように、空き家を活用し、さらにその居住者へのモニ
タリングを通してまちづくり施策に生かすというユニークな取組みもある。
　宇都宮市では現在、住み替えに関する施策として「若年夫婦世帯家賃補助制度」（2005 年～）がある。
この制度を利用して街なかへ住み替えてきた世帯は、年間 50 世帯前後（110 ～ 160 名前後）で推移
しており一定の成果をみている。移り住んでくるだけでは地域活性につながりにくいとの判断から、
2008 年からは自治会加入という条件が義務付けられている。ただ制度が始まって 5 年が経過してい
るものの、まだ十分に周知されていないとの指摘もある。なお、市内における民間のユニークな取
組みとして、M.E.T Project がある。＜ M.E.T ＞とは、Matching Estate in Tochigi の略称で、宇都宮市
を中心とした都心居住と既存の良質なストック活用を推進しながら「そこで営まれる
ライフスタイル」を重視し、こだわりのあるユーザーと魅力と特徴（クセ）のある物
件のマッチングを行なっている。 M.E.T Project　URL：http://www.met-p.com/
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　これまでの流れから、宇都宮市における街なかへの住み替え支援を推進する上での課題を整理す
ると、以下のようになる。
●街なかの生活情報、住み替え支援に関する情報の発信
　まずもって、街なかへの住み替えを視野に入れている人々に対し、街なかでの魅力的な生活イメー
ジや生活情報の提供が圧倒的に不足している。また、市で実施されている住み替え支援に関する施
策も十分に周知されているとは言いがたい。これら街なかの生活情報や住まいの情報などを広く発
信していくことは、街なかへの住み替えを検討している層のみならず、広く街なかへの関心を啓発
していくことにつながり、同時に現在街なかに住んでいる市民にとっても有用なものである。今後
さらに街なか居住や住み替え支援の施策を充実させていくこととあわせ、これらの情報発信を行政、
市民、事業者が連携して進めていくことが求められる。
●既存の良好なストックを生かし、街なかでの住まいの選択肢を増やす
　一口に街なか居住といっても、高齢期で利便性を求める層、快適な街なかライフを志向する若者、
世帯分離に伴う若夫婦層、新たなビジネスチャンスを求めている層など、その背景には様々なニー
ズがある。それに対し、現状は市場原理に任せた “売れ筋の間取りや価格帯 ”のマンション供給に偏っ
ている傾向がある。今後は様々なニーズに答えられるために、住み手のライフステージ、ライフス
タイルにこたえられる、街なかならではの多様な住まいの選択肢を広げていくことが求められる。
●人口増を確実にコミュニティ活性化につなげる
　住み替えが成立し街なかの人口が増えたとしても、自治会や商店街などを含む既存コミュニティ
との交流が薄ければ、本来の意味での活性化にはつながりにくい。街なかの生活情報だけでなく、
伝統行事や歴史など街なかならではの奥行きの深い魅力も、人づてに伝わっていくものであること
を考えると、住み替え支援と並行して、新旧住民の交流を深める機会を積極的に生み出すことも重
要である。
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●郊外も視野に入れた住み替えシステムの構築
　今後益々増大することが予想される空き家・空き地の問題は、いち早く高齢化が進行している街
なかのみならず、郊外住宅団地においても深刻なものとなりつつある。地球環境問題が重視される
現代、すでに供給過剰となっている住宅については、安易な更新に頼ることなく、少しでも長く適
切に循環・再生させていくことが社会全体における喫緊の課題となっている。このため、空きストッ
クの有効活用策を検討するとともに、郊外も視野に入れた全市的な住み替えを支援する仕組みやネッ
トワークづくりが求められる。
???????????????????
　整理された課題をもとに、宇都宮市において今後整備していくことが望ましいと考えられる、住
み替え支援に関する施策を大きく以下の 5 つのカテゴリーに集約し、具体的な施策イメージを表 5
にまとめた。
(1) 街なか居住についての情報発信と啓発　　
(2) 街なかのストックを活用しやすくし居住スタイルの選択肢
を増やすことへの支援　　
(3) 新旧住民が一体となるコミュニティづくり、交流活動への
支援
(4) アピール力のあるモデル事業の実施
(5) 市全体での住み替え循環システムの構築と関係主体の連携
　これらのうち、(2) は、既に全国他の自治体で多くみられる取
組みであり、それらの実績などを鑑みながら今後着実に実施して
いくことが望まれる。街なかへの住み替え支援情報とあわせ、街
なか居住とはどういうものなのか、その魅力を伝えるためには (1)
で市民向けのわかりやすいパンフレット（図 4 参照）などを作る
だけでなく (4) のようなエリアを限定したモデル事業、街なか居
住を体験してもらうプログラムや、実際にプロデューサー的な人
物に移り住んでもらうなど、大胆かつ先駆的なモデル事業を行なうことも効果的であろう。また、宇
都宮市では既に若年夫婦家賃補助制度で実績を挙げていることから、この “ 移住者 ” らに、実際に住
んでみて知りえた街なかの魅力などを、発信してもらうことへの協力の可能性についても検討すべき
であろう。さらに、宇都宮市ではコミュニティ政策として、各地域単位のまちづくり組織が主体となっ
て、コミュニティのプラン作成を推進していることから（2008 年度に西地区で作成）、(3) については、
このプランとも連携させていくことが重要である。
?(5) の住み替え循環をつくるためには中古住宅市場の活性化がカギとなる。これについては、市内
不動産業者の聞取り結果や、最新の調査 *6 などからも少しづつその可能性が高まってきていること
が伺えるが、中高年の郊外居住者が街なかへ住み替えるにはまだまだ資金的なリスクなど不安が大
きい。このため、街なかへの住み替えの原資となる土地や現宅処分などについても、税制面での優
*6 野村総研の「住宅選択に関するアンケート調査 2009 年 6 月」では、住み替え予定のある人の半数近くは中古住
宅の選択を考えていることが明らかになっている。
図４　新潟市の市民向け
「街なか居住」パンフレット
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表５　宇都宮市において今後推進が望まれる支援施策（案）　　注）現施策は掲載していない　　　　　　　　　
　　　施策実施の★：★が多いほど優先順位が高い
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遇措置をとるなど、決定打となるような支援策が求められる。
?蛇足になるが、宇都宮の特徴として、よく「とかいなか」という表現が用いられる。都市的な便利さ、
文化的集積、にぎわいなどがそこそこ確保される一方、郊外では緑豊かな自然環境を享受できるバ
ランスのよさを譬えた言葉と思われるが、そのことを生かし、ここでは「宇都宮型三世代二住宅（郊
外と街なか）」という住まい方も提案したい。昨今流行の「二地域居住」とも似ているが、同じ市域
内で、例えば親世帯は平日郊外で畑仕事、週末は街なかで都会気分を味わい、子世帯は、平日は通勤・
通学が便利な街なかで過ごし、週末は郊外で緑に浸るというパターンである。宇都宮の特性を生か
しつつ、余剰ストックが大量に増えるこれからの時代に適った暮らし方といえまいか。
??????
　人口減少時代、投資効率の面からも市街地が縮小していくことは必然的であり、宇都宮市において
も第五次総合計画で、ネットワーク型コンパクトシティの構想が掲げられている。図 5 において、点
線部分が現在
の薄く拡散し
た人口分布の
様子である。
こ れ を 将 来
は実線の部分
（ネットワー
ク型）で示さ
れたメリハリのある姿に変えていくためには、基幹交通網沿線や拠点地区への住み替えを誘導してい
けるような施策が不可欠となる。
　本稿での住み替え支援は街なかへの住み替えに重きを置いたが、本来であれば郊外も含めて検討す
べきことである。全国の地方都市の例に洩れず、本市においても、初期の郊外住宅団地居住者は既に
高齢化し、空き地や空き家が増え始めている。従って、今後は郊外、街なかなど市（及び周辺自治体）
すべてを含めた住み替えの循環をうまくつくっていく事が必要であり、そのためには住宅担当部局だ
けでなく、関連部局を始め、不動産業者、宅地建物取引業者、賃貸管理業者、ＮＰＯなど様々な主体
が協働して継続的な議論を進めていくことが求められる。
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図５　ネットワーク型コンパクトシティの密度イメージ
出典：（仮称）第二次宇都宮市都市計画マスタープラン（案）2009 年 4 月
